
令和７年度下半期の財政状況
問 財政課財政係　☎368-23533

＊基金と市債については３月 31日時点の状況のため、
　実際の決算とは異なります。

■一般会計
　〈グラフ１・２〉

■特別会計・企業会計〈表２・３〉

行政運営の基本的な経費です。
歳入は予算額約 339 億円に対し、
収入済額が約 254 億円（収入率
74.9％）、歳出では支出済額が約
263 億円（執行率 77.6％）です。
市庁舎エントランス棟の増築工事
費（約 14 億３千万円）の支出が
令和８年４月以降であったため、
総務費の執行率が低くなっていま
す。

■財産・債務〈表１〉
基金の種類・残高などです。
市債のほとんどは、公共施設などの市の財産
を形成する出費がある場合に発行されたもの
です。

特定の収入（使用料など）で事業を行う特別会計（表
２）、独立採算を基本として経営を行っている地方公
営企業の企業会計（表３）です。

　今回の金額は、３月 31日時点での状況のため、実際の決算とは異なります。
　令和７年度の決算は、多賀城NOW12月号に掲載予定です。
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46億6,176万円
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16億2,401万円

7億1,000万円

84億9,801万円

32億9,313万円

119億9,207万円

13億3,742万円

25億2,147万円

7億7,703万円

37億5,468万円

19億2,881万円

7億654万円

263億1,115万円

33億6,726万円

16億9,310万円

1億8,264万円

7億8,655万円

2,575万円

13億5,292万円

867万円

1億9,270万円

76億959万円

財
産

基金 119 億 1,240 万円
財政調整基金 29億 1,139 万円
特定目的基金 66億 2,233 万円
市債等管理基金 4億 5,974 万円
生涯学習推進基金 1億 7,841 万円
多賀城南門等復元事業等基金 9,473 万円
庁舎耐震対策等事業基金 4億 4,884 万円
太陽光発電設備管理基金 693万円
森林環境譲与税活用基金 4,114 万円
公共施設等総合管理基金 38億 8,898 万円
多賀城みらい基金 14億 5,671 万円
東日本大震災復興基金 4,685 万円

特定目的定額運用基金 10億 697万円
土地開発基金 10億 697万円
その他 13億 7,171 万円
国民健康保険財政調整基金 6億 3,367 万円
介護保険事業財政調整基金 7億 3,804 万円

土地 287 万 4,457㎡
建物 21 万 9,258㎡
出資金及び出捐金 4 億 1,011 万円
債権 6 億 3,614 万円

債
務

市債 324 億 2,607 万円
一般会計 181億 2,383 万円
企業会計（水道事業） 26億 4,773 万円

企業会計
（下水道事業）

雨水事業分 81億 820万円
汚水事業分 35億 4,631 万円

会計名 予算額 執　行　状　況

国民
健康保険 56億 9,261 万円

収入済額 48億 805万円

支出済額 51億 1,854 万円

後期高齢者
医療 9億 1,246 万円

収入済額 8億 8,307 万円

支出済額 8億 5,718 万円

介護保険 51億 7,563 万円
収入済額 46億 5,357 万円

支出済額 42億 7,369 万円

会
計
名

区分 収支
の別 予定額 執行額

水
道
事
業
会
計

収益的収入
及び支出

収入 17億 2,951 万円 17億 6,978 万円

支出 16億 6,175 万円 16億 2,466 万円

資本的収入
及び支出

収入 3億 1,766 万円 1億 6,118 万円

支出 7億 3,019 万円 5億 532万円

下
水
道
事
業
会
計

収益的収入
及び支出

収入 31億 6,251 万円 31億 1,877 万円

支出 28億 4,871 万円 27億 8,368 万円

資本的収入
及び支出

収入 15億 6,931 万円 7億 7,911 万円

支出 26億 1,695 万円 18億 2,602 万円

〈表 3〉企業会計

〈表 2〉特別会計
〈表 1〉財産・債務の状況
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試験区分 職種
（採用予定人数） 年齢、資格要件など

上級
（大学卒業程度）

行政
 （10 人程度） 平成９年４月２日から平成 17 年４月１日までに生まれた人

土木
（数人程度） 平成４年４月２日から平成 17 年４月１日までに生まれた人

保健師
（数人程度）

平成４年４月２日以降に生まれた人で、保健師の資格を有する人 
または令和９年３月 31 日までに資格を取得する見込みの人

社会福祉
（数人程度） 平成４年４月２日以降に生まれた人で、社会福祉士の資格を有する人

研究員
（数人程度）

平成９年４月２日から平成 17 年４月１日までに生まれた人で、
次のどちらにも該当する人 

ア　大学または大学院において、考古学、歴史学
　　またはこれらに類する課程を卒業した人 
イ　発掘調査の実務経験を有する人
　　（大学または大学院における授業などでの発掘調査経験を含む）

1

2

職員採用試験（上級）

第２回定例会のお知らせ

問 総務課人事係　☎368-2195

問 議会事務局議事調査係　☎368-3053

申込期間 ６月８日㊊ 16 時 30 分まで
＊郵送の場合は、８日㊊必着

第１次試験 筆記試験
日程／７月 12 日㊐ 
場所／文化センター 
内容／教養試験、専門試験（行政、土木、保健師）、適性検査、性格特性検査

第２次試験
面接試験 日程／８月中旬（予定） 

場所／市役所

最終面接 日程／８月下旬（予定）
場所／市役所

＊上級試験以外の採用試験については、今後お知らせします。

＊上記以外は、議案調査のため休会です。
＊日程は、変更になる場合があります。

　第２回定例会は、６月 12日㊎～ 25日㊍の 14日間の会期で開催します。

日程 内容

６月 12 日㊎ 開会・本会議 ( 提案理由説明、委員会付託省略議案審議 )

17 日㊌ 本会議（委員会付託、総括質疑、一般質問 )

18 日㊍ 本会議（一般質問 )

19 日㊎
常任委員会

22 日㊊

23 日㊋ 予算特別委員会 ( 補正予算 )

25 日㊍ 本会議 ( 委員長報告、請願・陳情ほか )・閉会

▲市 HP
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３　雨水貯留タンク・浸透ますの設置
　雨水貯留タンク・浸透ますの設置は、浸水被害の軽減だけではなく、環境にもやさしく経済的です。市
では購入費用の 2/3 に相当する額を助成しています（上限額４万円）。

４　６月は「土砂災害防止月間」です
　梅雨に入るこの時期は、局地的な大雨や長雨により地滑りやがけ崩れなどの災害が起こりやすくなりま
す。
　雨が降り出したら気象庁が発表する防災気象情報を確認し、本市が発表する情報に注意してください。
　次のことに普段から心掛けましょう。

　① 自宅の災害リスクの確認
　防災ハザードマップや防災情報アプリで、自宅周辺の災害リスクを確認し、とるべき行動を決め
ておきましょう。高台などの安全な場所にいる人は、必ずしも避難所に行く必要はありません。

    ② 指定緊急避難場所までの経路の事前確認
　小中学校などの指定緊急避難場所までの経路をあらかじめ確認し、災害発生時に即座に行動でき
るよう日頃から有事に備えましょう。

    ③ 避難先の選択肢を増やす
　安全を確保できる親戚や知人の家、ホテルなど避難先の選択肢を増やすことも大切です。

    ④ 家庭備蓄
　食料や飲料水などは最低７日備蓄し、うち３日分は、非常持ち出しとして用意しましょう。

５　令和８年の出水期から新しい防災気象情報に変わります
　気象庁では、より分かりやすい情報を発信するため、5月 29 日㊎から新しい名称の防災気象情報を発
表します。詳しくは、多賀城ＮＯＷ６月号と一緒に配布するチラシを確認してください。

〈新しく運用開始となる防災気象情報の一覧〉
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梅雨の時期が到来！
～大雨への備えを万全に～

（防災気象情報）　問 危機管理課防災減災係　☎368-2079
（道路側溝管理者）　問 都市整備課管理係　☎368-4194、整備保全係　☎368-4195
（水路管理者（農業用））　問 産業振興課農政係　☎368-4205
（水路管理者（上記以外））　問 施設整備課下水道施設係　☎368-3144
（雨水貯留タンク・ます助成）　問 施設整備課給排水係　☎368-3112
（止水板・室外機嵩上げ等設置補助）　問 都市計画課都市計画係　☎368-4241
（土砂災害）　問 都市計画課建築宅地係　☎368-4242

4
　梅雨の時期が到来します。大雨への備えを万全にし、地域の安全を守るために、皆さんのご協力をお願
いします。

２　住宅への浸水被害防止
　所有している建物の浸水被害の防止または軽減を目的に、多賀城市内水ハザードマップの浸水想定区域
にある建物（建物に接する道路が浸水想定区域である場合含む）に対し、止水板や室外機の基礎嵩上げな
どの設置費用を補助しています（工事費などの 1/2（補助金の上限は 50万円））。

１　側溝や雨水ますの集水口の確認
　道路の側溝や雨水ますの集水口に落ち葉などが詰まっていないか確認しましょう。詰まっていたら、可
能な範囲で取り除いておきましょう。

82026.6
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５　令和８年の出水期から新しい防災気象情報に変わります
　気象庁では、より分かりやすい情報を発信するため、5月 29 日㊎から新しい名称の防災気象情報を発
表します。詳しくは、多賀城ＮＯＷ６月号と一緒に配布するチラシを確認してください。

〈新しく運用開始となる防災気象情報の一覧〉
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市内の交通死亡事故ゼロ　
６カ月達成！
　本市では、令和７年 10 月 29 日を最後に、４月 30 日まで
交通死亡事故は起きていません。これに伴い、５月 12 日に
宮城県警察本部長「祝詞」伝達式が行われ、塩釜警察署長か
ら祝詞が授与されました。 

▲tagaサロン　ウォーク①

▲tagaサロン　ビジネスマナー講習①

▲「祝詞」伝達式

▲tagaサロン　ウォーク②

▲tagaサロン　ビジネスマナー講習②

▲ものづくり（カード立て作成）

▲利用者と作成した看板

6 「トゥインクルたがじょう」の
就労準備支援事業を活用してみませんか？
問 自立相談支援窓口（社会福祉課内）　☎368-1141

就労準備支援拠点「トゥインクルたがじょう」　☎349-5320

活動の様子

９時 30 分～ 16 時 30 分（㊏
㊐㊗を除く）。午前と午後に
プログラムを行っています。

開所日時 内　容

市内在住の人（生活保護を受
けている人は対象外）

対　象

無料
費　用

　生活・コミュニケーション・就労に関する講座、体力づくり、もの
づくり、活動に賛同する市内企業の協力による企業講話・企業見学な
どさまざまなプログラムを行っています。
　これらのプログラムに参加することで、生活リズムを整える、体力
をつける、人との関わり方を学ぶ、就労のためのスキルアップなどを
して、おおむね 1 年の間に仕事に就くことを目指します。
　外に出るきっかけがなく、人付き合いに自信がない人。今まで働い
たことがないため、働くことに自信がない人。仕事を探しているが、
さまざまな事情で見つからない人。自分に合う仕事選びや応募する自
信がない人など、一度相談してください。スタッフが皆さんの「働き
たい」気持ちに寄り添いながら、活動を通して応援します。

　就労準備支援拠点「トゥインクルたがじょう」は、仕事をしたいけれど、今すぐに仕事に就くことに不
安のある人や、人との関わりに不安のある人が安心して通うことができる場所です。
　就職活動に関する不安や悩みがある人は、一人で悩まずに、まずは自立相談支援窓口（市役所北庁舎２
階）に相談してください。

問 危機管理課交通防犯係　☎368-2078
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5 津波災害警戒区域に指定されました
問 危機管理課防災減災係  ☎368-2079

１　本市も津波災害警戒区域に指定されました
　宮城県は、津波防災地域づくりに関する法律（平成 23年法律第 123 号）第 53条第 1項の規定に基づき、
沿岸 15市町の津波浸水想定区域を「津波災害警戒区域」に指定しました。

２　津波災害警戒区域とは
　最大クラスの津波が発生した場合に、住民などの生命・身体に危害が生ずる恐れがある区域で、津波災
害を防止するために警戒避難体制を特に整備すべき区域です。指定に当たっては、「基準水位」が併せて
公表されます。
　なお、津波災害警戒区域では、住宅等の開発行為や建築の制限はありません。
　「基準水位」とは、津波浸水想定に定める浸水深に、建物などへの衝突によるせき上げ高を考慮した水
位で、地盤面からの高さを表示します。（基準水位については、宮城県HPに掲載されています）

３　津波避難の考え方に変更はありません
　令和４年度に宮城県が公表した津波浸水想定区域と同範囲が津波災害警戒区域に指定されます。これま
でどおり、防災ハザードマップを確認しながら、安全を確保できる場所へ避難をお願いします。

４　要配慮者利用施設における避難確保計画の作成、避難訓練の実施
　津波災害警戒区域に指定されたことにより、同区域内にある社会福祉施設、学校および病院など、防災
上の配慮が必要な人が利用する施設の所有者または管理者は、避難確保計画の作成や津波避難訓練の実施
が義務付けられます。

５　宅地建物取引業法に基づく重要事項説明
　不動産取引業者は、宅地建物の取引において、宅地建物取引業法に基づく「重要事項説明」として、取
引対象となる物件が津波災害警戒区域内にある旨を説明することが義務付けられます。

▲詳しくは、
　宮城県HP
　から

指定日 令和 8 年 3 月 23 日

対象市町 沿岸 15市町（多賀城市、仙台市、石巻市、塩釜市、気仙沼市、名取市、岩沼市、東松島市、
亘理町、山元町、松島町、七ケ浜町、利府町、女川町、南三陸町）

指定範囲 「宮城県津波浸水想定」と同じ範囲

津波浸水想定

津波
津波

地盤高

津波災害警戒区域

浸水深
基準水位

避難場所の高さが明確化

出典：津波防災地域づくりパンフレット（国土交通省）
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市内の交通死亡事故ゼロ　
６カ月達成！
　本市では、令和７年 10 月 29 日を最後に、４月 30 日まで
交通死亡事故は起きていません。これに伴い、５月 12 日に
宮城県警察本部長「祝詞」伝達式が行われ、塩釜警察署長か
ら祝詞が授与されました。 

▲tagaサロン　ウォーク①

▲tagaサロン　ビジネスマナー講習①

▲「祝詞」伝達式

▲tagaサロン　ウォーク②

▲tagaサロン　ビジネスマナー講習②

▲ものづくり（カード立て作成）

▲利用者と作成した看板

6 「トゥインクルたがじょう」の
就労準備支援事業を活用してみませんか？
問 自立相談支援窓口（社会福祉課内）　☎368-1141

就労準備支援拠点「トゥインクルたがじょう」　☎349-5320

活動の様子

９時 30 分～ 16 時 30 分（㊏
㊐㊗を除く）。午前と午後に
プログラムを行っています。

開所日時 内　容

市内在住の人（生活保護を受
けている人は対象外）

対　象

無料
費　用

　生活・コミュニケーション・就労に関する講座、体力づくり、もの
づくり、活動に賛同する市内企業の協力による企業講話・企業見学な
どさまざまなプログラムを行っています。
　これらのプログラムに参加することで、生活リズムを整える、体力
をつける、人との関わり方を学ぶ、就労のためのスキルアップなどを
して、おおむね 1 年の間に仕事に就くことを目指します。
　外に出るきっかけがなく、人付き合いに自信がない人。今まで働い
たことがないため、働くことに自信がない人。仕事を探しているが、
さまざまな事情で見つからない人。自分に合う仕事選びや応募する自
信がない人など、一度相談してください。スタッフが皆さんの「働き
たい」気持ちに寄り添いながら、活動を通して応援します。

　就労準備支援拠点「トゥインクルたがじょう」は、仕事をしたいけれど、今すぐに仕事に就くことに不
安のある人や、人との関わりに不安のある人が安心して通うことができる場所です。
　就職活動に関する不安や悩みがある人は、一人で悩まずに、まずは自立相談支援窓口（市役所北庁舎２
階）に相談してください。

問 危機管理課交通防犯係　☎368-2078
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（㌧） （㌕）

■市内の生活系ごみ処理量について
　令和７年度の家庭ごみの排出量は 12,844㌧で、前年度との比較で約 500㌧減少しました。
　市民一人ひとりがごみの分別を適切に実施していることや、不用品をリユース（再利用）するなどの取
り組みの積み重ねにより、家庭ごみの処理量は年々減少しています。
　引き続き、ごみ減量への取り組みについてご協力をお願いします。

■ごみ減量のためにできること

■ごみの減量をすることの効果について
　・ごみ焼却施設や最終埋立処分場の延命化につながります。
　・ごみを運搬、焼却する際に発生する温室効果ガス（CO2）を減らすことができ、地球温暖化や気候　　
　　変動の防止につながります。
　・ごみ処理量が減少することで、ごみ処理費用の抑制につながります。

●その１　
フードロスを減らす

●その２　
３Ｒに取り組む

●その３　
ごみの分別を徹底する

みやぎ環境交付金活用事業を紹介します
問 環境施設課資源環境係　☎368-4126

多賀城市市民活動
サポートセンター
照明設備
ＬＥＤ化工事

省エネ家電製品
買換え支援事業

エコたが　
未来へつなぐゼロドライブ
（次世代自動車導入支援事業、
置き配促進プロジェクト）

1

3

2
　本市では、県税として徴収された「みやぎ環境税」
のうち、市町村へ交付される補助金（みやぎ環境
交付金）を活用しています。
　令和７年度は、右記の３つの事業に交付金を活
用しました。

　「みやぎ環境税」は、宮城県の豊かな環境を
適切に保全し、次の世代へ引き継いでいくため、
さまざまな環境施策を一体的・複合的に展開し、
喫緊の環境問題に対応する新たなまたは拡充を
図る環境施策に充当する財源として、平成 23
年４月から導入されています。

13 2026.6

ごみ集積所に出せないごみ

ごみ処理場で処理できないごみ リサイクルが義務付けられているごみ 家庭用パソコン
自動車・

バイクのタイヤ 消火器 オイル類 ペンキ類 ドラム缶 ガスボンベ テレビ、冷蔵庫・冷凍庫、エアコン・
室外機、洗濯機・衣類乾燥機

リサイクル料金などのお問い合わせは
家電リサイクル券センターへ

☎0120-319640

デスクトップ型

製造メーカーまたは
パソコン３Ｒ推進協会へ
☎03-5282-7685

オートバイ
（50cc以上）

スプリング入り
ベッドマットレス・ソファ

、し別分をグンリプス・枠・布 ＊
布は「もやせるごみ」へ、枠・
スプリングはそれぞれ、1㍍×
1㍍×1.5㍍以内に切断したもの
であれば、「粗大ごみ」として
お出しいただけます。

事業活動に伴って発生したごみ 引越しごみ、大量ごみ
　「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」により、事業
者は事業活動に伴って発生した廃棄物を自ら適正に処理
する責務があります。
　事務所や店舗などから出る紙くずや従業員が食べた弁
当の容器など、事業活動に伴って発生したごみは量の多少
に関わらず、ごみ集積所には一切出すことができません。

　一度に大量のごみをごみ集積所へ出
すことは、収集の支障となるだけでは
なく、ごみ集積所を利用している近隣
の人にとっても、ごみが出せなくなる
などの迷惑となります。

許可業者 ・・・収集許可業者へ処理を依頼できるもの　　 搬　入 ・・・ごみ処理場へ直接搬入できるもの
（注）事業活動に伴って発生したごみは、事業系一般廃棄物のみ、ごみ処理場へ直接搬入可能です。

許可業者 許可業者 許可業者

許可業者 搬　入 許可業者 搬　入（注）

7 ごみ出しのルールを守りましょう
問 環境施設課資源環境係　☎368-4126

　ごみは、決められたごみ集積所に排出し、他のごみ集積所に排出することのないようお願いします。
　また、①事業活動に伴い発生した営業ごみ、②引っ越しなどで発生する大量ごみ、③ごみ処理場で処理
できないごみ、④リサイクルが義務付けられているごみは、普段利用している「ごみ集積所」には出せま
せん。ルールを守り、次のいずれかの方法により適正に処分しましょう。

■ごみ処理場へ直接搬入する場合、事前にごみの排出者本人が環境施設課で　
　手続きをする必要があります
　環境施設課窓口（市役所北庁舎４階）では、搬入者の住所、氏名、電話番号、搬入する品目、使用する
車両番号（例：あ 1111）を確認します。
・処分手数料（１回の搬入につき 1,000 円、100㌕を超える場合は 50㌕ごとに 500 円）

■ごみの分別排出についての
　おねがい（リチウムイオン電池類）
　リチウムイオン電池類は火災の原因となる可能
性があります。ごみ収集車やごみ処理場での火災
事故を防ぐため、適切な分別排出をお願いします。

■収集許可業者へ依頼する場合、
　依頼するごみの種類および量
　などにより料金が異なります
　右記の許可業者へ直接問い合わせてください。

ごみ収集許可業者 連絡先
有限会社渋谷清掃 ☎ 767-7020
株式会社藤原清掃 ☎ 364-0827
協業組合クリーン・センター宮城 ☎ 0120-245-060
株式会社豊島 ☎ 362-2474
旭興産株式会社 ☎ 0120-113-368

排出方法 電池類の︎取り外しができるか確認

電池を取り外した本体は、市役所や市
内スーパーなどに設置している『小型
家電ボックス』に入れてください。
電池類は、セロハンテープなどで絶縁
処理し、『有害ごみ』として中身の︎見え
る袋に入れ、ごみ集積所の︎手前に出し
てください。

本体ごと『有害ごみ』とし
て中身の︎見える袋に入れ、
ごみ集積所の︎手前に出し
てください。
＊端子部分は、セロハン
テープなどで絶縁処理し
てください。

YES NO
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（㌧） （㌕）

■市内の生活系ごみ処理量について
　令和７年度の家庭ごみの排出量は 12,844㌧で、前年度との比較で約 500㌧減少しました。
　市民一人ひとりがごみの分別を適切に実施していることや、不用品をリユース（再利用）するなどの取
り組みの積み重ねにより、家庭ごみの処理量は年々減少しています。
　引き続き、ごみ減量への取り組みについてご協力をお願いします。

■ごみ減量のためにできること

■ごみの減量をすることの効果について
　・ごみ焼却施設や最終埋立処分場の延命化につながります。
　・ごみを運搬、焼却する際に発生する温室効果ガス（CO2）を減らすことができ、地球温暖化や気候　　
　　変動の防止につながります。
　・ごみ処理量が減少することで、ごみ処理費用の抑制につながります。

●その１　
フードロスを減らす

●その２　
３Ｒに取り組む

●その３　
ごみの分別を徹底する

みやぎ環境交付金活用事業を紹介します
問 環境施設課資源環境係　☎368-4126

多賀城市市民活動
サポートセンター
照明設備
ＬＥＤ化工事

省エネ家電製品
買換え支援事業

エコたが　
未来へつなぐゼロドライブ
（次世代自動車導入支援事業、
置き配促進プロジェクト）

1

3

2
　本市では、県税として徴収された「みやぎ環境税」
のうち、市町村へ交付される補助金（みやぎ環境
交付金）を活用しています。
　令和７年度は、右記の３つの事業に交付金を活
用しました。

　「みやぎ環境税」は、宮城県の豊かな環境を
適切に保全し、次の世代へ引き継いでいくため、
さまざまな環境施策を一体的・複合的に展開し、
喫緊の環境問題に対応する新たなまたは拡充を
図る環境施策に充当する財源として、平成 23
年４月から導入されています。
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■税務課窓口での取得
●必要なもの
本人確認書類（運転免許証、マイナンバーカードなど）、手数料（１通３００円）
＊本人または申請日時点で同一世帯の家族以外が申請される場合は委任状も必要です。
＊住民税を特別徴収（給与から差し引き）で納めている人の証明書は、５月 15日から税務課窓口でのみ
発行しています。

●国民健康保険加入者
　世帯主（国民健康保険に加入していない場合も含む）と加入している世帯員全員の前年中の所得に応じ、
国民健康保険税（均等割額・平等割額）の軽減や、１カ月あたりの医療費の自己負担限度額が減額になる
場合があります。
●子ども・母子父子家庭・心身障害者医療費助成受給者
　母子父子家庭・心身障害者医療費助成では本人、保険扶養する人および同一生計者などの所得制限を設
けています。令和８年 10月１日～令和９年９月 30日は、令和７年中の所得で審査します。所得の確認
ができない場合は医療費助成受給者証の更新ができません。子ども医療費助成は令和４年 10月から所得
制限を撤廃していますが、所得の申告は必要です。

　令和８年度（令和７年分）の課税・非課税（所得）証明書は、６月 10日㊌から税務課窓口（市役所西
庁舎１階）および近くのコンビニで取得することができます。

　令和７年中に収入がなかった人や、収入が遺族年金または障害年金のみの人も個人住民税の申告が必要
です（市内居住者の扶養親族になっている人は不要）。
　所得や課税状況に応じて受けられる制度やサービスを利用している人は、個人住民税の申告をしないと
制度利用やサービス提供に支障をきたす場合がありますので、早めの申告をお願いします。
　申告方法は、税務課窓口（市役所西庁舎１階）および郵送での申告が可能です。市HPから「令和８年
度市民税・県民税簡易申告書」の様式をダウンロードして利用してください。

令和８年度（令和７年分）
課税・非課税（所得）証明書を発行します

個人住民税の申告はお済みですか

問 税務課市民税係　☎368-1370

問 税務課市民税係　☎368-1370（個人住民税）
　 国保年金課国保年金係　☎368-1698(国民健康保険加入者)
　 国保年金課国保庶務係　☎368-1697(各種医療費助成受給者)
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●取得可能な証明書（４月１日以降）

証明書の種類 コンビニ
交付（1通）

窓口交付
（1通）

住民票の写し ２００円 ３００円
印鑑登録証明書 ２００円 ３００円
戸籍証明書 ３５０円 ４５０円
課税・非課税（所得）証明書 ２００円 ３００円

■コンビニでの各種証明書の取得
問 市民課市民係　☎ 368-1104
４月１日から、コンビニエンスストアでの証明
書交付手数料が窓口での取得と比べて１００円
お得になりました。マイナンバーカードをお持
ちの人は、ぜひご利用ください。
●利用時間　
6 時 30 分～ 23時（システム休止日を除く）
●証明書交付時に必要なもの　
・マイナンバーカードまたはスマートフォン
　（スマホ用電子証明書を搭載したスマート
　フォンに限る）
・マイナンバーカードの 4桁の暗証番号
　（利用者証明用電子証明書）

＊国民健康保険・医療費助成どちらの場合も収入の有無にかかわらず、所得の申告（確定申告または個人
住民税の申告など）が必要です。

●システム休止日に注意してください
　６月７日㊐～９日㊋の終日は、課税・非課税
（所得）証明書のコンビニ交付ができませんので、
注意してください。
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8 在宅高齢者福祉サービス
を紹介します
問 介護・障害福祉課介護支援係　☎368-1498

　高齢者が自宅で安心して生活できるよう、日常生活を支援するための各種サービスを行っています。利
用するためには、事前に申請が必要となります。利用の相談は各地域包括支援センターでも受け付けます。
＊各事業について詳しくは、市ＨＰを確認してください。

▲市HP

サービス名 内容 対象

高齢者はいかい
SOS ネットワーク
システム事業

認知症などの高齢者が「はいかい」により所在不明となった場合、市
役所や警察、コンビニエンスストアなどの協力機関に連絡し、早期発
見につなげます。 
●費用　無料 
●登録時に必要な物　ご本人の写真（現在の顔写真と全身写真：大き
さは横５㌢㍍×縦７㌢㍍）

おおむね 65 歳以上で、
認知症などにより、
はいかいの恐れの
ある人

認知症高齢者等
見守りシール
活用事業

行方不明となった認知症の人などができるだけ早く自宅や家族の元に
戻れるよう、個人情報を保護しつつ、本人の身元を確認できるあんし
んシール（QR コードが印刷されたラベルシール）を交付します。あ
んしんシールがスマートフォンなどで読み取られると、家族などに発
見通知メールが届きます。個人情報を開示せずに安否情報をインター
ネット上の「どこシル伝言板」で共有し、身元確認や家族などへの引
き渡しを速やかに行うものです。 
●交付内容　あんしんシール 30 枚セット（耐洗ラベル 20 枚、蓄光
シール 10 枚） 
●費用　無料（ただし、初回交付時のみ） 
＊利用決定後に「どこシル伝言板」から届いた確認メールへ家族など
がアクセスして登録完了となります。　

認知症などにより
行方不明になる可能性の
ある人

高齢者等あんしん
見守りサービス費等
助成事業

安否確認や緊急通報など、機器を活用したサービスについて、市に登
録した事業者と契約する際に、初期費用などの一部を助成します。　 
●助成内容 ①機器設置費用などの初期費用 ②機器設置費などの初期
費用が発生しない場合は月額利用料 
●助成限度額　１５，０００円

① 65 歳以上の
　ひとり暮らしの人 
②ひとり暮らしで身体
　障害者手帳１級または
　２級を所持している人

高齢者生活支援事業
（救急用あんしん
シートの配布）

もしもの時の迅速な対応に役立つ情報をあらかじめ記入して備えてお
くことができる救急用あんしんシートを配布します。 
●配布内容 ①救急用あんしんシート（１人１枚） ②保管場所を記入す
るステッカー（１シート２枚１組） ③保管のしかた（説明パンフレット） 
●保管方法　救急用あんしんシートの裏面に、氏名・住所・持病や緊
急時の連絡先など、必要な内容を記入し、二つ折りにします。自宅の玄
関付近など、緊急時にすぐ見つけやすい場所に保管します。シールタイ
プのステッカー（貼り直し可能）に保管場所を記入し、家の外から見え
ないところ（玄関とびらの内側をおすすめします）に貼りましょう。 
●費用　無料 
●配布場所など　介護・障害福祉課窓口、地域包括支援センター（西
部地区：☎３０９－３９５０、中央地区：☎３６８－６３５０、東部
地区：☎３６３－４０５５）、民生委員による配布のほか、市 HP か
らのダウンロードも可能です。

①おおむね６５歳以上の
高齢者のみ世帯の人 
②救急時の対応に不安が
あり配布を希望する人

在宅介護家族支援事業

日常生活を営むのに支障がある高齢者を自宅で介護している家族が、
緊急の事由（疾病、事故など）により介護ができなくなった場合、高
齢者を市が指定する施設で一時的に介護します。 
●利用期間：７日以内 
●利用料：１日につき８３２円。その他食費および日常生活費などの
実費負担があります。 

65 歳以上の高齢者と同
居し介護する家族。ただ
し、介護保険による同等
のサービスを受けられる
場合は利用できません。

在宅要介護者
紙おむつ等支給事業

常時失禁状態にある高齢者を介護している人に紙おむつ等受給券を交
付します。交付を受けた人は、紙おむつ等受給券と引き換えに市の指
定する事業者から紙おむつ等を受け取ることができます。 
●支給上限額　一月あたり３，５００円（税込） 
●支給対象種目　①紙おむつ（パンツ型）②紙おむつ（テープ型）
③尿取りパッド④使い捨て手袋  

65 歳以上の常時失禁状
態にある高齢者（生活保
護などの支援給付を受給
している人を除く）と同
居し無報酬で介護してい
る人
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■税務課窓口での取得
●必要なもの
本人確認書類（運転免許証、マイナンバーカードなど）、手数料（１通３００円）
＊本人または申請日時点で同一世帯の家族以外が申請される場合は委任状も必要です。
＊住民税を特別徴収（給与から差し引き）で納めている人の証明書は、５月 15日から税務課窓口でのみ
発行しています。

●国民健康保険加入者
　世帯主（国民健康保険に加入していない場合も含む）と加入している世帯員全員の前年中の所得に応じ、
国民健康保険税（均等割額・平等割額）の軽減や、１カ月あたりの医療費の自己負担限度額が減額になる
場合があります。
●子ども・母子父子家庭・心身障害者医療費助成受給者
　母子父子家庭・心身障害者医療費助成では本人、保険扶養する人および同一生計者などの所得制限を設
けています。令和８年 10月１日～令和９年９月 30日は、令和７年中の所得で審査します。所得の確認
ができない場合は医療費助成受給者証の更新ができません。子ども医療費助成は令和４年 10月から所得
制限を撤廃していますが、所得の申告は必要です。

　令和８年度（令和７年分）の課税・非課税（所得）証明書は、６月 10日㊌から税務課窓口（市役所西
庁舎１階）および近くのコンビニで取得することができます。

　令和７年中に収入がなかった人や、収入が遺族年金または障害年金のみの人も個人住民税の申告が必要
です（市内居住者の扶養親族になっている人は不要）。
　所得や課税状況に応じて受けられる制度やサービスを利用している人は、個人住民税の申告をしないと
制度利用やサービス提供に支障をきたす場合がありますので、早めの申告をお願いします。
　申告方法は、税務課窓口（市役所西庁舎１階）および郵送での申告が可能です。市HPから「令和８年
度市民税・県民税簡易申告書」の様式をダウンロードして利用してください。

令和８年度（令和７年分）
課税・非課税（所得）証明書を発行します

個人住民税の申告はお済みですか

問 税務課市民税係　☎368-1370

問 税務課市民税係　☎368-1370（個人住民税）
　 国保年金課国保年金係　☎368-1698(国民健康保険加入者)
　 国保年金課国保庶務係　☎368-1697(各種医療費助成受給者)
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●取得可能な証明書（４月１日以降）

証明書の種類 コンビニ
交付（1通）

窓口交付
（1通）

住民票の写し ２００円 ３００円
印鑑登録証明書 ２００円 ３００円
戸籍証明書 ３５０円 ４５０円
課税・非課税（所得）証明書 ２００円 ３００円

■コンビニでの各種証明書の取得
問 市民課市民係　☎ 368-1104
４月１日から、コンビニエンスストアでの証明
書交付手数料が窓口での取得と比べて１００円
お得になりました。マイナンバーカードをお持
ちの人は、ぜひご利用ください。
●利用時間　
6 時 30 分～ 23時（システム休止日を除く）
●証明書交付時に必要なもの　
・マイナンバーカードまたはスマートフォン
　（スマホ用電子証明書を搭載したスマート
　フォンに限る）
・マイナンバーカードの 4桁の暗証番号
　（利用者証明用電子証明書）

＊国民健康保険・医療費助成どちらの場合も収入の有無にかかわらず、所得の申告（確定申告または個人
住民税の申告など）が必要です。

●システム休止日に注意してください
　６月７日㊐～９日㊋の終日は、課税・非課税
（所得）証明書のコンビニ交付ができませんので、
注意してください。
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